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 2019年 10月 21日、厚生労働省労働政策審議会雇用環境・均等分科会において、「職場におけ

るパワーハラスメントに関して雇用管理上講ずべき措置等に関する指針の素案」（以下、指針案）

が出されました。この中の「６ 事業主が自らの雇用する労働者以外の者に対する言動に関し行

うことが望ましい取組の内容」のところに、以下の文言が入りました。 

〇事業主は、当該事業主が雇用する労働者が、他の労働者のみならず、個人事業主、インターン

シップを行っている者等の労働者以外の者に対する言動についても必要な注意を払うよう配慮す

るとともに、事業主自らと労働者も、労働者以外の者に対する言動について必要な注意を払うよ

う努めることが望ましい。 

〇こうした責務の趣旨も踏まえ、事業主は、パワーハラスメントを行ってはならない旨の方針の

明確化等を行う際に、当該事業主の雇用する労働者以外の者に対する言動についても、同様の方

針を併せて示すことが望ましい。 

 「フリーランスへの言動について注意を払う」という文言が入ったことは一歩前進ですが、こ

れでは実効性あるハラスメント対策とはなりえません。以下の問題点を指摘し、修正を求めます。 

 

１、参議院附帯決議十五では、フリーランスへのハラスメントを防止するため、「指針等で必要な

対策を講ずること」と書かれています。「対策」とは、問題状況に対してとる方策（手段）です

から、その方策を具体的に示す必要があります。しかし、指針案には「方針の明確化を行う際

にフリーランスも含める」こと以外の具体的な対策が書かれておらず、実際にフリーランスへ

のハラスメントが行われた場合にどう対応すればよいのかなど、事業主にとってもわかりづら

い内容となっているのではないかと思います。 

２、同附帯決議九では、「２ 自社の労働者が取引先…等に対して行ったハラスメントも雇用管理

上の配慮が求められること」を明記することと書かれています。つまり、指針案「４ 事業主

が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関し雇用管理上講ずべき措置

の内容」をフリーランスへの配慮義務として指針に明記する必要があるということです。「雇用

管理上講ずべき措置の内容」には、①方針等の明確化、周知、②相談体制の整備、③事後の迅

速かつ適切な対応、④プライバシー保護、不利益取り扱いの禁止などがありますが、指針案で

は、フリーランスに対しては「方針の明確化」しか入っていません。フリーランスは、労働局

など行政の窓口も使えない状況で、現状では相談先がありません。それが、フリーランスがハ

ラスメントに対して声をあげられない原因の一つであることが、私たちの実態調査で明らかに

なっています。相談体制の整備を含む上記４点は、フリーランスへのハラスメント対策として

必要不可欠のものです。 

３、同附帯決議二十一には、「第三者に対するハラスメントに関わる対策の在り方について、検討

を行うこと」と書かれています。審議を拙速に進めず、フリーランスを含む第三者に対する実

効性あるハラスメント対策について、この先も時間をかけて議論をすることを要望します。 

 

内閣府の調査では、フリーランスは副業も含めて 341万人といわれています。今後も増えるで

あろうフリーランスの就業環境を整えるためには、ハラスメント問題への対処を欠くことはでき

ません。衆参両院の附帯決議を適切に反映させた指針となることを求めます。 


